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資料４

北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度の運用について

1 今年度におけるアドベンチャートラベルガイドの技能向上促進について
(1) 外国語(英語コミュニケーション力)

分野 研修内容 実施時期

アクティビティガ Common European Framew R5.12∼R6.２(予定)
イド ork of Reference for Langua

ges(CEFR)の「日常会話可能レ
ベル」（CEFR B1以上）言語能
力を目指すもの。

(2) サステナビリティ

分野 研修内容 実施時期

アクティビティガ 持続可能な観光の理解を深める 座学：R5.10.16(ｵﾝﾗｲﾝ)
イド ための基礎研修。 R5.11.13(ﾘｱﾙ)

フィールド：
スルーガイド R5.10.17∼10.18(釧路)

R5.10.19∼10.20(札幌)
R5.11.14∼11.15(札幌)

(3) ファーストエイド

分野 取得資格 実施時期

アクティビティガ WAFA R5.10∼R6.2(予定)
イド AWFA

WFR
スルーガイド

(4) 安全管理、自然・歴史・文化、顧客・グループマネジメント

分野 研修内容 実施時期

アクティビティガ 安全管理・自然・歴史・文化・ R5.11∼R6.1(予定)
イド 顧客・グループ管理マネジメン

トへの理解を深め、ATツアー催
行にあたっての実践的な知識・
技術を習得するもの。

スルーガイド
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２ 北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度要綱の改正について
(1) ガイド従事日数の必要従事日数について
《現行》
北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度要綱による必要従事日数
・ 山岳(夏山・冬山)分野の必要従事日数：2年間で200日
・ サイドカントリー、バックカントリー分野の必要従事日数：2年間で120日
※申請例
・ 山岳(冬山)分野、バックカントリー分野両分野の認定申請があり、山岳(夏
山・冬山)通算で200日／2年間、バックカントリー分野120日／2年間の従事
日数との申請内容により、従事日数を満たしていると認定。

《事務局案》
・ 山岳(冬山)分野及びサイドカントリ分野、バックカントリー分野の必要従事
日数を通算120日／2年間で必要従事日数を満たすこととする。

(2) ガイド従事日数(基準)推薦者について
《現行(抜粋)》

分野 推薦者

既存5分野 北海道アウトドア資格制度実施要領第２第1項に規定する北
(山岳、自然、カ 海道マスターガイド(以下、「マスターガイド」という。)又
ヌー、ラフティ は道要綱第２第2項に規定する北海道アウトドアガイド資格
ング、トレイル の認定に係る実技試験の試験官
ライディング)

新分野 (各分野)協会の検定員資格を持つ者または上記に相当する者
（サイドカントリ として認められる者又は上記に相当する者として認められる
ー、バックカン 者
トリー、サイク
リング、SUP）

《事務局案》

分野 推薦者

既存5分野 北海道アウトドア資格制度実施要領第２第1項に規定する北
(山岳、自然、カ 海道マスターガイド(以下、「マスターガイド」という。)又
ヌー、ラフティ は道要綱第２第2項に規定する北海道アウトドアガイド資格
ング、トレイル の認定に係る実技試験の試験官若しくは上記に相当する者と
ライディング) して認められる者。ただし、勤務する事業所からガイド従事

日数の証明証を添付している者は、推薦者を要しない。

新分野 （省略）
（サイドカントリ
ー、バックカン
トリー、サイク
リング、SUP）
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【改正理由】
北海道におけるアドベンチャートラベルの受け入れ体制を加速するため、ガ

イドの技術的基準を満たした上で、申請者のガイド従事日数を推薦する者を拡
大し、アドベンチャートラベルガイドの増加を図る。

① マスターガイド、北海道アウトドアガイド資格の認定に係る実技試験の試
験官に相当する者を推薦者に追加
(想定される者)
・実技試験の試験官経験者
・アウトドアガイド資格を有し、マスターガイド(アウトドア資格取得から
10年以上)未満ではあるものの、相当年数ガイドに従事しており、かつ、
アウトドア活動の振興や、アウトドア業界の発展に資する指導等を行って
いる者。

② 勤務する事業所を推薦者に追加。

３ 北海道ATガイド認定等制度運営事業について(令和5年委託事業)
【主な業務内容】
○ATガイド認定制度周知・申請受付
○ATガイド紹介ホームページ・顧客アンケートフォーム作成、整備
〈入力イメージ〉
・名前
・プロフィール写真
・ロケーション
・自己紹介
・アクティビティサイズ
・ターゲット
・ガイド評価
(顧客による5段階評価、
アンケート入力)

○持続可能な運営体制構築に向けた
調査・検討


